
介護保険課からの
連絡事項

＊この動画は、「VOICEVOX:剣崎雌雄」を
使用して作成しています。



特別養護老人ホームの
特例入所申込について



３入所検討対象者
入所検討対象者は、入所申込者のうち介護保険法に定める介護
認定審査会において要介護３～５と認定された者及び、要介護
１又は要介護２と認定された者であって次に掲げる特例入所の
要件に該当する者で、常時介護を必要とし、かつ居宅において
介護を受けることが困難なものとする。
ア認知症である者であって、日常生活に支障を来すような症
状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られること
イ知的障がい・精神障がい等を伴い、日常生活に支障を来すよ
うな症状・行動や意思疎通の困難さ等が頻繁に見られること
ウ家族等による深刻な虐待が疑われること等により、心身の安
全・安心の確保が困難であること
エ単身世帯である、同居家族が高齢又は虚弱である等により家
族等による支援が期待できず、かつ、地域での介護サービスや
生活支援の供給が不十分であること

４特例入所に係る取扱い
（１）施設は、要介護１又は２の入所申込者に対して、居宅に
おいて日常生活を営むことが困難なことについてやむを得ない
事由について、その理由など必要な情報の記載を入所申込みに
あたって求めるものとする。
（２）この場合において、施設は、入所申込者の介護保険の保
険者である市町（以下「保険者市町」という。）に対して報告
を行うとともに、当該入所申込者が特例入所対象者に該当する
か否かを判断するに当たって適宜その意見を求めるものとする。
（３）当該入所申込者が入所検討委員会における入所検討対象
者となった場合には、本人の状況や介護の必要性、家族等介護
者の状況等について、改めて保険者市町に意見を求めるものと
する。
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（要介護認定）法第二十七条
要介護認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、申請書に被保険者証を

添付して市町村に申請をしなければならない。この場合において、当該被保険者は、厚生労働省令で定め
るところにより、第四十六条第一項に規定する指定居宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉施設若
しくは介護保険施設であって厚生労働省令で定めるもの又は第百十五条の四十六第一項に規定する地域包
括支援センターに、当該申請に関する手続を代わって行わせることができる。

要介護認定 更新申請にかかる介護保険法関係条文(抜粋)

（要介護更新認定の申請期間）施行規則第三十九条
要介護更新認定（法第二十八条第二項に規定する要介護更新認定をいう。以下同じ。）の申請は、当該

要介護認定の要介護認定有効期間の満了の日の六十日前から当該要介護認定有効期間の満了の日までの間
において行うものとする。ただし、同条第三項の規定により申請を行う場合にあっては、この限りでない。

（受給資格等の確認）指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準第七条
指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供を求められた場合には、その者の提示する被保険

者証によって、被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確かめるものとする。
（要介護認定の申請に係る援助）同第八条
指定居宅介護支援事業者は、被保険者の要介護認定に係る申請について、利用申込者の意思を踏まえ、

必要な協力を行わなければならない。
２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、要介護認定を受けていない利用
申込者については、要介護認定の申請が既に行われているかどうかを確認し、申請が行われていない場合
は、当該利用申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならな
い。
３ 指定居宅介護支援事業者は、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けている要介護認
定の有効期間の満了日の三十日前には行われるよう、必要な援助を行わなければならない。



居宅サービス計画書作成依
頼（変更）届出書について



 Aさんの居宅届に、Bさんの被保険者番号が記載さ
れている

 開始年月日の記載間違い

 被保険者の名前（漢字）間違い

 住所が住民票の住所と異なる

 居宅介護支援事業者番号が空欄のままである

 三者契約において、地域包括支援センターの印を
もらっていない

よくある間違い等


